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１ 調査概要 

１－１ 調査の目的 

この調査は、区民及び区内事業所の男女共同参画に関する意識や生活実態等について把握

し、今後の具体的な施策検討を進める上での基礎資料とすることを目的として実施しました。 
 

１－２ 調査の構成 

 区民 事業所 

調査対象 杉並区内在住の 18 歳以上の区民 杉並区内の従業員数５人以上の事業所 

抽出数 4,000 人 2,000 事業所 

抽出方法 

住民基本台帳から無作為抽出 総務省統計局「事業所母集団データベー

ス〈令和４年次フレーム）」から無作為抽

出 

調査方法 
配布は郵送、回収は郵送またはＷＥＢ回

答(督促はがき１回) 

配布は郵送、回収は郵送またはＷＥＢ回

答(督促はがき１回) 

調査期間 令和６年６月 14 日～７月 12 日 令和６年６月 14 日～７月 12 日 
 

１－３ 回収状況 

 区民 事業所 

配布数 4,000 件 2,000 件 

有効回収数 1,344 件（うち郵送 810 件、ＷＥＢ534 件） 506 件（うち郵送 294 件、ＷＥＢ212 件） 

有効回収率 33.6％ 25.3％ 
 

１－４ 報告書の見方 

 各回答のグラフの「n」は、各設問に該当する回答者の総数であり、回答率（％）の母数

を表しています。 

 回答率（％）は、小数点第２位を四捨五入し、小数点以下第１位までを表記しているため、

合計が 100％にならない場合があります。 

 各設問について「無回答」があるため、全体の回答数の総数と各項目の回答者の合計が一

致しないことがあります。 

 複数回答可の設問については、回答率（％）の合計が 100％を超える場合があります。ま

た、回答率（％）の高い選択肢から並び換えて表示しており、調査票の選択肢の順番と異

なります。 

 各設問の選択肢が長い場合、グラフの選択肢を表記上省略、記載している場合があります。 

 記述形式の設問（区民調査の問 28、事業所調査の問 12、問 23）については、「男女共同参

画に関する意識と生活実態調査報告書」に回答を一部抜粋して掲載しています。 

 各設問の回答割合の記述については、以下の表記例と範囲の通りです。 

表記例 約３割 ３割強 ３割半ば ４割弱 約４割 

範囲 29.0％～31.0％ 31.1％～33.9％ 34.0％～36.0％ 36.1％～38.9％ 39.0％～41.0％ 
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２ 区民調査結果 
 

（１）あなたご自身とご家庭について 

◆性別 男性が４割弱、女性が約６割  

   

◆年齢 「60 歳代」「50 歳代」が２割強で、「50 歳代以上」が約６割  

  
◆結婚の有無 「結婚している」が５割半ば、「結婚していない」が約３割  

  
◆世帯の働き方 「共働き」が５割強、「夫だけ働いている」が２割強  

  
◆子どもの有無 「いる」が５割弱、「いない」が約５割  

  
◆一番下の子どもの区分 「高校生以上」が８割強、「小学生未満」「小学生」「中学生」は１割未満  

  
◆世帯構成 「夫婦またはパートナーのみ」が３割半ば、「親と子ども」が３割強  

 

37.0 60.1 0.9 2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

男性 女性 どちらとはいえない 無回答

0.4 

11.6 13.6 13.1 21.7 22.4 16.9 0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 無回答

54.5 4.2 

0.6 

10.0 30.4 0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

結婚している 結婚していないが、

同居の異性のパートナーがいる

（事実婚を含む）

結婚していないが、

同居の同性のパートナーがいる

結婚していたが、

離別・死別した

結婚していない 無回答

53.3 22.7 4.0 

1.4 

15.8 2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=798）

共働き 夫だけ働いている 妻だけ働いている パートナーの片方

だけ働いている

夫婦またはパートナーの

両方とも無職

無回答

46.7 49.9 3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

いる いない 無回答

8.9 5.1 2.2 83.1 0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

小学生未満 小学生 中学生 高校生以上 無回答

26.9 34.7 31.8 
3.1 

1.6 1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

ひとり暮らし 夫婦または

パートナーのみ

（一世代）

親と子ども

（二世代）

親と子どもと孫

（三世代）

その他 無回答
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（２）家庭生活と家族観について 

◆問１ 家庭での役割分担 

「①家事」では「主に女性」、「②生活費を稼ぐこと」では「主に男性」が高い 

  
◆問２ 「結婚する・しないは個人の自由であるから、結婚してもしなくてもどちらでもよい」という考え方に対する意識 

“賛成”が９割弱、“反対”が１割強 

  
◆問３ 希望するものには夫婦別姓を認めてもよいと思うか 

“そう思う”が８割半ば、“そう思わない”１割半ば 

  
◆問４ 事実婚のカップルに対する意識  

「当人同士の選択なので尊重するべきだと思う」が約８割、「どちらともいえない」が１割強 

  
◆問５ 事実婚のカップルの困りごとに対する認知度 

「知っていた」「なんとなく知っていた」を合わせて８割半ば、「知らなかった」が１割半ば 

 

3.6 

36.2 

0.4 

1.7 

5.4 

43.9 

6.3 

16.0 

9.6 

18.5 

24.0 

23.5 

7.7 

6.0 

8.8 

26.6 

23.9 

3.1 

4.4 

7.4 

1.5 

8.6 

64.0 

68.8 

52.6 

0.5 

1.6 

8.9 

9.6 

7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家事

②生活費を

稼ぐこと

③育児

④介護

⑤地域活動

主に男性 主に女性 男性・女性

ともに

同程度

ひとり暮らし

のため自分で

行っている

該当する人が

いない・あて

はまらない

無回答

（n=1,344）

61.8 26.6 9.8 

1.3 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

65.6 19.9 8.5 5.5 0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答

79.5 8.9 11.2 0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

当人同士の選択なので

尊重するべきだと思う

婚姻の届出をする

べきだと思う

どちらとも

いえない

無回答

51.3 33.3 15.0 0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

知っていた なんとなく知っていた 知らなかった 無回答

“賛成” 

“そう思う” 

“反対” 

“そう思わない” 
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◆問６ 区が事実婚のカップルの届出を受け付け、二人の関係性を証明することに対する意識 

“賛成”が９割弱、“反対”が１割強 

 
 

（３）就業状況について 

◆問７ この１か月の収入を得る仕事の有無  

「した（有職）」が７割強、「していない（無職）」が３割弱 

 
 

【問７で「した（有職）」と回答の区民】◆問７-１ 勤務形態 

「正社員・正規職員」が５割半ば、「派遣・契約・嘱託・臨時パート・アルバイトなど」が３割弱 

 

 
【問７で「した（有職）」と回答の区民】◆問７-２ 職場での男女差別の有無 

「男女差別と感じられるようなことがある 」が３割強、「男女差別と感じられることはない」が６割弱 

 

58.3 27.9 8.4 4.5 0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

73.1 26.6 0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

した（有職） していない（無職） 無回答

14.6 

16.6 

13.7 

56.0 

65.3 

49.2 

28.5 

16.6 

36.6 

0.7 

1.6 

0.2 

0.2 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=983）

男性（n=386）

女性（n=571）

自由業・自営業

・家族従業員

正社員・正規職員 派遣・契約・嘱託

・臨時パート・アルバイトなど

その他 無回答

13.8 10.1 8.9 8.4 8.2 6.7 6.6 2.5 2.1 2.8 

57.7 

10.5 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

昇
進
、
昇
格
に
男
女
差
が
あ
る

お
茶
く
み
、
雑
用
は
女
性
が
や

る
慣
行
が
あ
る

ち
ょ
っ
と
し
た
力
仕
事
で
も
男

性
ば
か
り
命
じ
ら
れ
る

賃
金
に
男
女
差
が
あ
る

能
力
・
実
績
の
評
価
に
男
女
差

が
あ
る

女
性
を
幹
部
職
員
に
登
用
し
な

い

希
望
職
種
に
つ
く
機
会
に
男
女

差
が
あ
る

女
性
は
結
婚
や
出
産
で
退
職
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
よ
う
な
雰

囲
気
が
あ
る

教
育
・
研
修
を
受
け
る
機
会
に

男
女
差
が
あ
る

そ
の
他

男
女
差
別
と
感
じ
ら
れ
る
こ
と

は
な
い

無
回
答

全体（n=983）

お
茶
く
み
、
雑
用
は
女
性
が
や
る

慣
行
が
あ
る

ち
ょ
っ
と
し
た
力
仕
事
で
も
男
性

ば
か
り
命
じ
ら
れ
る

能
力
・
実
績
の
評
価
に
男
女
差
が

あ
る

女
性
を
幹
部
職
員
に
登
用
し
な
い

希
望
職
種
に
つ
く
機
会
に
男
女
差

が
あ
る

女
性
は
結
婚
や
出
産
で
退
職
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
よ
う
な
雰
囲
気

が
あ
る

教
育
・
研
修
を
受
け
る
機
会
に
男

女
差
が
あ
る

男
女
差
別
と
感
じ
ら
れ
る
こ
と
は

な
い

“賛成” 
“反対” 
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◆問８ 女性の働き方について望ましいと思うもの 

「子どもができてからも、ずっと職業を続ける方がよい」が６割弱 

 

 

◆問８-１ 女性の働き方についての考えの理由 

「女性が能力を活用しないのはもったいないと思うから」と「女性も経済力を持った方がいいと思うか

ら」が６割弱、「働くことを通じて自己実現が図れると思うから」が５割弱 

 

  

0.1 

0.2 

1.6 

2.2 

1.2 

2.4 

3.2 

1.7 

58.5 

57.1 

59.5 

15.9 

14.5 

17.0 

19.2 

20.9 

17.8 

2.3 

2.0 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,344）

男性（n=497）

女性（n=808）

女性は職業を

もたない方が

よい

結婚するまでは

職業をもつ方が

よい

子どもができる

までは、職業を

もつ方がよい

子どもができて

からも、ずっと

職業を続ける

方がよい

子どもができ

たら職業をやめ、

大きくなったら

再び職業を

もつ方がよい

その他 無回答

57.7 56.9 

48.7 

36.1 

22.7 

13.9 11.4 
7.4 

3.3 1.8 

13.2 

3.3 

56.5 

45.3 45.7 

37.0 

28.0 

9.5 
13.3 

6.0 
3.0 2.0 

16.3 

2.8 

58.9 
63.9 

50.9 

35.9 

19.6 17.1 

10.3 8.3 
3.6 1.7 

11.1 

3.6 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

女
性
が
能
力
を
活
用
し
な
い
の

は
も
っ
た
い
な
い
と
思
う
か
ら

女
性
も
経
済
力
を
持
っ
た
方
が

い
い
と
思
う
か
ら

働
く
こ
と
を
通
じ
て
自
己
実
現

が
図
れ
る
と
思
う
か
ら

共
働
き
の
方
が
多
く
の
収
入
を

得
ら
れ
る
か
ら

少
子
高
齢
化
で
働
き
手
が
減
少

し
て
い
る
の
で
、
女
性
も
働
い

た
方
が
い
い
と
思
う
か
ら

仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
が
十

分
で
は
な
い
と
思
う
か
ら

子
ど
も
は
母
親
が
家
で
面
倒
を

見
た
方
が
い
い
と
思
う
か
ら

働
き
続
け
る
の
は
大
変
そ
う
だ

と
思
う
か
ら

保
育
料
な
ど
を
払
う
よ
り
、
母

親
が
家
で
子
ど
も
の
面
倒
を
見

た
方
が
合
理
的
だ
と
思
う
か
ら

女
性
は
家
庭
を
守
る
べ
き
だ
と

思
う
か
ら

そ
の
他

無
回
答

全体（n=1,344）
男性（n=497）
女性（n=808）

女
性
も
経
済
力
を
持
っ
た
方
が
い

い
と
思
う
か
ら

働
く
こ
と
を
通
じ
て
自
己
実
現
が

図
れ
る
と
思
う
か
ら

少
子
高
齢
化
で
働
き
手
が
減
少
し

て
い
る
の
で
、
女
性
も
働
い
た
方

が
い
い
と
思
う
か
ら

仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
が
十
分

で
は
な
い
と
思
う
か
ら

子
ど
も
は
母
親
が
家
で
面
倒
を
見

た
方
が
い
い
と
思
う
か
ら

働
き
続
け
る
の
は
大
変
そ
う
だ
と

思
う
か
ら

保
育
料
な
ど
を
払
う
よ
り
、
母
親

が
家
で
子
ど
も
の
面
倒
を
見
た
方

が
合
理
的
だ
と
思
う
か
ら

共
働
き
の
方
が
多
く
の
収
入
を
得

ら
れ
る
か
ら

女
性
は
家
庭
を
守
る
べ
き
だ
と
思

う
か
ら
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◆問９ 女性が長く働き続けるために必要なこと 

「保育所や学童クラブなど、子どもを預けられる環境の整備」が約８割、「男性の家事の参加への理解・

意識改革」が７割弱、「女性が働き続けることへの職場の理解・意識改革」が６割半ば 

 

 

（４）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 
◆問 10 ワーク・ライフ・バランスの現実と希望 

希望は『「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに重視』が４割弱、現実は『「仕事」を

重視』が約３割 

 

  

79.5 

68.1 
65.1 64.1 63.5 59.1 

57.6 
56.8 

49.5 

36.3 

5.9 
1.0 0.7 

77.3 

62.4 61.0 59.2 57.1 57.7 

49.7 
55.5 

44.3 

34.2 

6.0 
1.6 0.4 

81.6 

71.9 
68.2 67.6 67.7 

60.4 62.6 57.7 

53.0 

37.4 

5.7 
0.7 0.9 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

保
育
所
や
学
童
ク
ラ
ブ
な
ど
、

子
ど
も
を
預
け
ら
れ
る
環
境
の

整
備

男
性
の
家
事
の
参
加
へ
の
理

解
・
意
識
改
革

女
性
が
働
き
続
け
る
こ
と
へ
の

職
場
の
理
解
・
意
識
改
革

短
時
間
勤
務
制
度
や
在
宅
勤
務

制
度
な
ど
の
導
入

職
場
に
お
け
る
育
児
・
介
護
と

の
両
立
支
援
制
度
の
充
実

家
事
・
育
児
支
援
サ
ー
ビ
ス
の

充
実

介
護
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

男
女
双
方
の
長
時
間
労
働
の
改

善
を
含
め
た
働
き
方
改
革

育
児
や
介
護
に
よ
る
仕
事
へ
の

制
約
を
理
由
と
し
た
昇
進
な
ど

へ
の
不
利
益
な
扱
い
の
禁
止

働
き
続
け
る
こ
と
へ
の
女
性
自

身
の
意
識
改
革

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全体（n=1,344）
男性（n=497）
女性（n=808）

男
性
の
家
事
の
参
加
へ
の
理
解
・

意
識
改
革

女
性
が
働
き
続
け
る
こ
と
へ
の
職

場
の
理
解
・
意
識
改
革

職
場
に
お
け
る
育
児
・
介
護
と
の

両
立
支
援
制
度
の
充
実

家
事
・
育
児
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
充

実 男
女
双
方
の
長
時
間
労
働
の
改
善

を
含
め
た
働
き
方
改
革

育
児
や
介
護
に
よ
る
仕
事
へ
の
制

約
を
理
由
と
し
た
昇
進
な
ど
へ
の

不
利
益
な
扱
い
の
禁
止

短
時
間
勤
務
制
度
や
在
宅
勤
務
制

度
な
ど
の
導
入

働
き
続
け
る
こ
と
へ
の
女
性
自
身

の
意
識
改
革

保
育
所
や
学
童
ク
ラ
ブ
な
ど
、
子

ど
も
を
預
け
ら
れ
る
環
境
の
整
備

30.7 

17.5 

3.9 

25.5 

6.5 4.8 7.2 3.9 1.9 
7.9 5.4 

24.9 

7.4 9.6 

38.5 

4.5 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

「
仕
事
」
を
重
視

「
家
庭
生
活
」
を
重
視

「
地
域
・
個
人
の
生
活
」

を
重
視

「
仕
事
」
と
「
家
庭
生

活
」
を
と
も
に
重
視

「
仕
事
」
と
「
地
域
・
個

人
の
生
活
」
を
と
も
に
重

視

「
家
庭
生
活
」
と
「
地

域
・
個
人
の
生
活
」
を
と

も
に
重
視

「
仕
事
」
と
「
家
庭
生

活
」
と
「
地
域
・
個
人
の

生
活
」
を
と
も
に
重
視

無
回
答

（n=1,344）
現実

希望

「
地
域
・
個
人
の
生
活
」
を

重
視

「
仕
事
」
と
「
家
庭
生
活
」

を
と
も
に
重
視

「
仕
事
」
と
「
地
域
・
個
人

の
生
活
」
を
と
も
に
重
視

「
家
庭
生
活
」
と
「
地
域
・

個
人
の
生
活
」
を
と
も
に
重

視 「
仕
事
」
と
「
家
庭
生
活
」

と
「
地
域
・
個
人
の
生
活
」

を
と
も
に
重
視



8 
 

◆問 11 ワーク・ライフ・バランス実現のために必要だと思うこと 

「短時間勤務や在宅勤務など、柔軟な働き方の整備」が５割強、「長時間労働の削減」が約４割、「職場

や上司の理解・協力」が３割強 

 

 

（５）意思決定過程への参画について 

◆問 12 意思決定過程に女性参画が少ない理由 

「男性優位の組織運営であること」が３割強 

 

 

◆問 13 意思決定過程に女性が参画することへの考え方 

「男女半々くらいまで増える方がよい」が５割強 

 

51.9 

39.3 
31.3 27.2 

21.7 21.4 20.9 17.6 

5.6 2.6 
7.6 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

短
時
間
勤
務
や
在
宅
勤
務
な

ど
、
柔
軟
な
働
き
方
の
整
備

長
時
間
労
働
の
削
減

職
場
や
上
司
の
理
解
・
協
力

保
育
、
介
護
の
施
設
や
サ
ー
ビ

ス
の
充
実

家
族
の
理
解
・
協
力

育
児
、
介
護
休
業
時
の
経
済
的

補
償
の
充
実

育
児
・
介
護
休
業
制
度
を
利
用

し
て
も
不
利
に
な
ら
な
い
人
事

評
価
制
度
の
作
成

「
男
は
仕
事
、
女
は
家
庭
」
と

い
う
社
会
通
念
の
変
化

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全体（n=1,344）

保
育
、
介
護
の
施
設
や
サ
ー
ビ
ス

の
充
実

育
児
、
介
護
休
業
時
の
経
済
的
補

償
の
充
実

育
児
・
介
護
休
業
制
度
を
利
用
し

て
も
不
利
に
な
ら
な
い
人
事
評
価

制
度
の
作
成

「
男
は
仕
事
、
女
は
家
庭
」
と
い

う
社
会
通
念
の
変
化

21.4 

19.3 

22.5 

4.5 

4.4 

4.7 

33.5 

30.0 

35.8 

6.1 

7.0 

5.3 

3.8 

3.8 

4.0 

3.1 

3.4 

2.8 

12.4 

13.9 

11.8 

6.2 

11.1 

2.8 

9.1 

7.0 

10.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,344）

男性（n=497）

女性（n=808）

性別による固定的な

役割分担や性差別の

意識があること

男女平等に対する

教育が十分行われ

ていないこと

男性優位の組織

運営であること

家庭の支援や

協力が得づら

いこと

女性の能力開発の

機会が不十分で

あること

女性の活動を支援

する人的ネット

ワークが不足
していること

女性の参画を

積極的に進め

ようと意識
する人が

少ないこと

その他 無回答

6.6 

6.6 

6.6 

51.2 

44.9 

55.2 

30.9 

30.2 

31.4 

2.6 

4.0 

1.7 

7.4 

12.7 

4.1 

1.3 

1.6 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,344）

男性（n=497）

女性（n=808）

男性を上回るほど

増える方がよい

男女半々くらいまで

増える方がよい

男女半々までは

いかなかったとしても、

今より増える方がよい

今のままでよい その他 無回答
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（６）ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）について 

◆問 14(1) ＤＶ経験の有無 

いずれかの行為を「何度もあった」または「一、二度あった」と回答した割合は４割弱 

 

 

◆問 14(2) ＤＶの認識 

「⑥相手の意に反して性的な行為を強要したり、避妊に協力しない」では「どのような場合でもＤＶだ

と思う」が約８割 

 

  

1.6 

10.9 

2.5 

2.6 

5.3 

2.1 

2.2 

4.2 

3.5 

5.4 

19.9 

4.5 

5.1 

10.5 

4.6 

3.6 

5.7 

2.5 

89.1 

66.2 

88.6 

88.2 

80.0 

89.1 

89.9 

86.3 

89.9 

3.8 

3.0 

4.3 

4.1 

4.2 

4.2 

4.2 

3.8 

4.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①平手で打つ

②大声でどなる

③外出などを制限する

④交友関係や電話、メール

などを細かく監視する

⑤何を言っても無視する

⑥相手の意に反して性的な行為を

強要したり、避妊に協力しない

⑦なぐるふりをして、おどす

⑧「誰のおかげで生活できるんだ」「かい

しょうなし」などと侮辱的なことを言う

⑨生活費を十分に渡さない

何度もあった 一、二度あった まったくない 無回答

（n=1,344）

71.5 

39.5 

56.6 

59.9 

52.8 

80.1 

76.9 

75.4 

66.5 

19.3 

48.7 

29.8 

26.2 

31.6 

8.5 

12.3 

12.9 

20.8 

1.0 

4.8 

3.9 

3.4 

4.8 

1.4 

1.8 

2.1 

2.5 

2.2 

2.2 

3.5 

3.7 

4.5 

3.5 

2.8 

3.2 

3.8 

6.1 

4.8 

6.3 

6.8 

6.3 

6.5 

6.3 

6.5 

6.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①平手で打つ

②大声でどなる

③外出などを制限する

④交友関係や電話、メール

などを細かく監視する

⑤何を言っても無視する

⑥相手の意に反して性的な行為を

強要したり、避妊に協力しない

⑦なぐるふりをして、おどす

⑧「誰のおかげで生活できるんだ」「かい

しょうなし」などと侮辱的なことを言う

⑨生活費を十分に渡さない

どのような

場合でも

ＤＶだと思う

ＤＶにあたる場合も、

そうでない場合もある

と思う

ＤＶだと思わない わからない 無回答

（n=1,344）
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【問 14(1)で経験があったと回答の区民】◆問 14-１ ＤＶ相談の有無 

「相談した」が２割強、「相談しなかった」が７割強 

 

【問 14-１で相談したと回答の区民】◆問 14-２ ＤＶ相談の相手 

「友人・知人」が６割半ば、「家族・親族」が５割半ば 

 

【問 14-１で相談しなかったと回答の区民】◆問 14-３ ＤＶ相談をしなかった理由 

「相談するほどのことではないと思ったから」が５割強、「自分にも悪いところがあると思ったから」が

３割半ば、「相談しても無駄だと思ったから」が約２割 

 

21.3 

8.2 

27.9 

71.1 

81.2 

65.6 

7.7 

10.6 

6.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=522）

男性（n=170）

女性（n=340）

相談した 相談しなかった 無回答

64.0 
54.1 

14.4 12.6 
6.3 6.3 5.4 1.8 0.9 2.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

友
人
・
知
人

家
族
・
親
族

医
師
・
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー

公
的
機
関
（
配
偶
者
暴
力

相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
、
男

女
平
等
推
進
セ
ン
…

弁
護
士

警
察

職
場
の
人

杉
並
区
の
電
話
相
談
（
す

ぎ
な
み
Ｄ
Ｖ
専
用
ダ
イ
ア

ル
）

そ
の
他

無
回
答

全体（n=111）

公
的
機
関
（
配
偶
者
暴
力
相
談
支

援
セ
ン
タ
ー
、
男
女
平
等
推
進
セ

ン
タ
ー
、
福
祉
事
務
所
、
東
京

ウ
ィ
メ
ン
ズ
プ
ラ
ザ
な
ど
）

杉
並
区
の
電
話
相
談
（
す
ぎ
な
み

Ｄ
Ｖ
専
用
ダ
イ
ア
ル
）

53.9 

35.8 

20.8 17.5 13.5 11.3 9.2 
3.0 

8.9 
1.9 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

相
談
す
る
ほ
ど
の
こ
と
で
は

な
い
と
思
っ
た
か
ら

自
分
に
も
悪
い
と
こ
ろ
が
あ

る
と
思
っ
た
か
ら

相
談
し
て
も
無
駄
だ
と
思
っ

た
か
ら

他
人
を
巻
き
込
み
た
く
な

か
っ
た
か
ら

自
分
さ
え
我
慢
す
れ
ば
、
何

と
か
こ
の
ま
ま
や
っ
て
い
け

る
と
思
っ
た
か
ら

周
り
の
人
に
知
ら
れ
た
く
な

か
っ
た
か
ら

ど
こ
に
相
談
し
た
ら
よ
い
か

わ
か
ら
な
か
っ
た
か
ら

相
手
に
報
復
さ
れ
る
と
思
っ

た
か
ら

そ
の
他

無
回
答

全体（n=371）

相
談
す
る
ほ
ど
の
こ
と
で
は
な

い
と
思
っ
た
か
ら

他
人
を
巻
き
込
み
た
く
な
か
っ

た
か
ら

周
り
の
人
に
知
ら
れ
た
く
な

か
っ
た
か
ら

ど
こ
に
相
談
し
た
ら
よ
い
か
わ

か
ら
な
か
っ
た
か
ら

自
分
に
も
悪
い
と
こ
ろ
が
あ
る

と
思
っ
た
か
ら

相
談
し
て
も
無
駄
だ
と
思
っ
た

か
ら

自
分
さ
え
我
慢
す
れ
ば
、
何
と

か
こ
の
ま
ま
や
っ
て
い
け
る
と

思
っ
た
か
ら

相
手
に
報
復
さ
れ
る
と
思
っ
た

か
ら
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◆問 15 ＤＶ相談先の認知度 

「警察署・警視庁総合相談センター」が５割弱、「相談できる機関・施設を知らなかった」が約４割 

 

 

◆問 16 ＤＶ被害者支援として必要だと思う施策 

「緊急避難所（シェルター）や警察による緊急保護などの安全確保」が８割強、「カウンセリングや日常

的な相談などの被害者の精神的な支援」が６割強 

 

 

（７）男女平等意識について 

◆問 17 性別による固定的役割分担に対する意識 

“賛成”が１割強、“反対”が８割半ば 

 

46.1 

12.1 11.3 
4.2 0.8 

40.7 

6.9 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

警
察
署
・
警
視
庁
総
合

相
談
セ
ン
タ
ー

東
京
都
女
性
相
談
セ
ン

タ
ー
・
東
京
ウ
ィ
メ
ン

ズ
プ
ラ
ザ

福
祉
事
務
所
（
荻
窪
、

高
円
寺
、
高
井
戸
）

す
ぎ
な
み
Ｄ
Ｖ
専
用
ダ

イ
ア
ル

そ
の
他

相
談
で
き
る
機
関
・
施

設
を
知
ら
な
か
っ
た

無
回
答

全体（n=1,344）

福
祉
事
務
所
（
荻
窪
、

高
円
寺
、
高
井
戸
）

警
察
署
・
警
視
庁
総
合

相
談
セ
ン
タ
ー

す
ぎ
な
み
Ｄ
Ｖ
専
用
ダ

イ
ア
ル

東
京
都
女
性
相
談
セ
ン

タ
ー
・
東
京
ウ
ィ
メ
ン

ズ
プ
ラ
ザ

相
談
で
き
る
機
関
・
施

設
を
知
ら
な
か
っ
た

81.1 

61.8 59.4 58.8 57.9 

33.0 
27.3 

1.9 3.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

緊
急
避
難
所
（
シ
ェ
ル

タ
ー
）
や
警
察
に
よ
る
緊

急
保
護
な
ど
の
安
全
確
保

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
や
日
常

的
な
相
談
な
ど
の
被
害
者

の
精
神
的
な
支
援

保
護
命
令
・
離
婚
に
関
す

る
相
談
な
ど
の
法
的
支
援

家
庭
内
で
あ
っ
て
も
暴
力

は
犯
罪
で
あ
る
と
い
う
意

識
啓
発

自
立
に
向
け
た
住
居
や
仕

事
の
あ
っ
せ
ん
な
ど
の
生

活
支
援

加
害
者
の
更
生
に
関
す
る

相
談
な
ど
の
対
応

身
近
な
人
や
同
じ
よ
う
な

体
験
を
し
た
人
か
ら
の
助

言
・
援
助

そ
の
他

無
回
答

全体（n=1,344）

保
護
命
令
・
離
婚
に
関
す

る
相
談
な
ど
の
法
的
支
援

自
立
に
向
け
た
住
居
や
仕

事
の
あ
っ
せ
ん
な
ど
の
生

活
支
援

加
害
者
の
更
生
に
関
す
る

相
談
な
ど
の
対
応

身
近
な
人
や
同
じ
よ
う
な

体
験
を
し
た
人
か
ら
の
助

言
・
援
助

緊
急
避
難
所
（
シ
ェ
ル

タ
ー
）
や
警
察
に
よ
る
緊

急
保
護
な
ど
の
安
全
確
保

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
や
日
常

的
な
相
談
な
ど
の
被
害
者

の
精
神
的
な
支
援

家
庭
内
で
あ
っ
て
も
暴
力

は
犯
罪
で
あ
る
と
い
う
意

識
啓
発

2.4 

3.8 

1.4 

9.9 

13.5 

7.4 

33.9 

37.0 

33.0 

50.7 

44.3 

54.5 

3.1 

1.4 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,344）

男性（n=497）

女性（n=808）

賛成 どちらかと

いえば賛成

どちらかと

いえば反対

反対 無回答“賛成” 

“反対” 
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◆問 18 男女平等の意識 

「④学校教育の場で」「⑥地域活動（自治会やＰＴＡなど）の場で」では「平等になっている」が最も高

い一方、「①家庭の中で」「②職場の中で」「③法律や制度の上で」「⑤政治の場で」「⑦社会通念や慣習・

しきたり等で」「⑧社会全体で見た場合」では“男性優遇”が５～８割 

 

 

◆問 19 学校教育の場で特に力を入れた方が良いこと 

「生活指導や進路指導において、男女の別なく個性や能力を活かせるようにする」が６割強、「学校生活

で児童・生徒の役割分担に男女で差をつけない」が約５割、「男女平等の意識を育てる授業をする」が４

割半ば 

 
  

10.3 

18.9 

13.1 

3.9 

46.2 

9.5 

28.1 

21.4 

44.4 

48.8 

39.4 

20.4 

34.1 

26.3 

48.9 

56.6 

22.8 

19.3 

27.2 

52.7 

9.4 

28.4 

9.7 

9.4 

8.2 

3.6 

4.3 

2.9 

1.2 

7.6 

2.3 

3.2 

2.2 

1.2 

1.3 

0.6 

0.7 

1.3 

1.0 

0.7 

10.9 

7.1 

13.5 

18.2 

7.0 

25.6 

8.6 

7.7 

1.3 

1.1 

1.3 

1.4 

1.4 

1.3 

1.4 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①家庭の中で

②職場の中で

③法律や制度の上で

④学校教育の場で

⑤政治の場で

⑥地域活動（自治会や

ＰＴＡなど）の場で

⑦社会通念や慣習・

しきたり等で

⑧社会全体で見た場合

男性の方が

非常に優遇

どちらかと

いえば男性の

方が優遇

平等に

なって

いる

どちらかと

いえば女性の

方が優遇

女性の方が

非常に優遇

わからない 無回答

（n=1,344）

63.0 

49.9 
45.1 

30.1 25.9 
14.4 

3.6 3.8 4.3 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

生
活
指
導
や
進
路
指
導
に

お
い
て
、
男
女
の
別
な
く

個
性
や
能
力
を
活
か
せ
る

よ
う
に
す
る

学
校
生
活
で
児
童
・
生
徒

の
役
割
分
担
に
男
女
で
差

を
つ
け
な
い

男
女
平
等
の
意
識
を
育
て

る
授
業
を
す
る

管
理
職
（
校
長
や
副
校

長
）
に
女
性
を
増
や
し
て

い
く

教
職
員
へ
の
男
女
平
等
研

修
を
充
実
す
る

出
席
簿
や
座
席
の
順
番
な

ど
、
男
女
で
分
け
る
習
慣

を
な
く
す

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全体（n=1,344）

男
女
平
等
の
意
識
を
育
て

る
授
業
を
す
る

教
職
員
へ
の
男
女
平
等
研

修
を
充
実
す
る

出
席
簿
や
座
席
の
順
番
な

ど
、
男
女
で
分
け
る
習
慣

を
な
く
す

生
活
指
導
や
進
路
指
導
に

お
い
て
、
男
女
の
別
な
く

個
性
や
能
力
を
活
か
せ
る

よ
う
に
す
る

学
校
生
活
で
児
童
・
生
徒

の
役
割
分
担
に
男
女
で
差

を
つ
け
な
い

管
理
職
（
校
長
や
副
校

長
）
に
女
性
を
増
や
し
て

い
く

“男性優遇” 



13 
 

（８）性的マイノリティについて 

◆問 20 自分や周囲の人が性別や恋愛対象などについて悩んだ経験 

「悩んだことがある」が１割未満、「悩んだことがない」が７割半ば、「周囲には悩んでいる人がいる（い

た）」が１割半ば、「周囲にも悩んでいる人はいない（いなかった）」が２割半ば 
 

 

 

◆問 21 性的マイノリティの人々の人権が侵害されていると思うか 

“侵害されていると感じる”が約６割、“侵害されていないと感じる”が１割強 
 

 

 

 

【問21で侵害されていると回答の区民】◆問21-１ 性的マイノリティの人々が受けていると思う人権侵害 

「差別的な言動を受けること」が約６割、「同性婚が法律上で認められていないこと」が５割半ば 

 
  

5.1 

74.9 

14.2 
26.0 

0.4 0.7 
0%

20%

40%

60%

80%

100%

悩
ん
だ
こ
と
が
あ
る

悩
ん
だ
こ
と
が
な
い

周
囲
に
は
悩
ん
で
い
る

人
が
い
る
（
い
た
）

周
囲
に
も
悩
ん
で
い
る

人
は
い
な
い

（
い
な
か
っ
た
）

そ
の
他

無
回
答

全体（n=1,344）

周
囲
に
は
悩
ん
で
い
る

人
が
い
る
（
い
た
）

周
囲
に
も
悩
ん
で
い
る

人
は
い
な
い
（
い
な

か
っ
た
）

19.3 39.7 6.0 7.4 26.6 1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

侵害されている

と感じる

どちらかといえば、

侵害されていると感じる

どちらかといえば、

侵害されていないと感じる

侵害されていない

と感じる

わからない 無回答

59.8 55.4 

43.7 

31.9 27.3 
17.6 

5.8 
0.9 0.3 4.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

差
別
的
な
言
動
を
受
け
る

こ
と

同
性
婚
が
法
律
上
で
認
め

ら
れ
て
い
な
い
こ
と

職
場
、
学
校
で
嫌
が
ら
せ

や
い
じ
め
を
受
け
る
こ
と

就
職
、
職
場
で
不
利
な
扱

い
を
受
け
る
こ
と

じ
ろ
じ
ろ
見
ら
れ
た
り
、

避
け
ら
れ
た
り
す
る
こ
と

賃
貸
住
宅
等
へ
の
入
居
を

拒
否
さ
れ
る
こ
と

宿
泊
施
設
、
店
舗
等
へ
の

入
店
や
施
設
利
用
を
拒
否

さ
れ
る
こ
と

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体（n=792）

就
職
、
職
場
で
不
利
な
扱
い

を
受
け
る
こ
と

宿
泊
施
設
、
店
舗
等
へ
の
入

店
や
施
設
利
用
を
拒
否
さ
れ

る
こ
と

差
別
的
な
言
動
を
受
け
る
こ

と 同
性
婚
が
法
律
上
で
認
め
ら

れ
て
い
な
い
こ
と

職
場
、
学
校
で
嫌
が
ら
せ
や

い
じ
め
を
受
け
る
こ
と

賃
貸
住
宅
等
へ
の
入
居
を
拒

否
さ
れ
る
こ
と

“侵害されていると感じる” “侵害されていないと感じる” 
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◆問 22 性的マイノリティについて社会全体の理解が進んでいると思うか 

“進んでいると思う”が５割弱、“進んでいないと思う”が約４割 
 

 
 
◆問 23 性的マイノリティの人権を守るために必要だと思う施策 

「子どもの頃から性の多様性や人権に関する正しい知識を得られるような教育の充実」が５割半ば、「性

的マイノリティの暮らしを支援する制度(パートナーシップ制度等)の整備」が３割強 

 
 
（９）杉並区における取組等について 

◆問 24 「男女平等推進センター」の認知度 

【問 24 で知っていたと回答の区民】◆問 24-１ 「男女平等推進センター」の利用状況 

「知っていた」が約１割、「知らなかった」が９割弱 

「利用したことがある」が約１割、「利用したことがない」が約９割 

 

8.4 39.4 23.6 15.8 12.0 0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=1,344）

進んでいる

と思う

どちらかと

いえば、

進んでいる
と思う

どちらかと

いえば、

進んでいない
と思う

進んでいない

と思う

わからない 無回答

55.7 

33.1 29.5 27.3 
21.5 

16.7 13.8 
8.8 6.7 6.4 4.8 3.4 

7.5 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

子
ど
も
の
頃
か
ら
性
の
多
様
性
や
人

権
に
関
す
る
正
し
い
知
識
を
得
ら
れ

る
よ
う
な
教
育
の
充
実

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の
暮
ら
し
を
支

援
す
る
制
度

(

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
制
度
等)

の
整
備

ト
イ
レ
や
更
衣
室
等
、
性
的
マ
イ
ノ

リ
テ
ィ
が
生
活
し
や
す
い
環
境
の
整

備

公
的
な
場
所
で
の
性
的
マ
イ
ノ
リ

テ
ィ
に
対
す
る
偏
見
や
憎
悪
、
差
別

意
識
を
あ
お
る
差
別
的
言
動
を
禁
…

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
と
っ
て
働
き

や
す
い
職
場
環
境
の
整
備

電
話
・S

NS

等
に
よ
る
相
談
窓
口
の

設
置
や
充
実

窓
口
で
対
応
す
る
職
員
の
研
修
や
教

育

性
の
多
様
性
に
つ
い
て
交
流
を
行
う

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ペ
ー
ス
の
設
置

事
業
者
向
け
の
セ
ミ
ナ
ー
や
研
修
会

等
の
開
催

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・SN

S

、
リ
ー
フ

レ
ッ
ト
等
に
よ
る
情
報
発
信

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
講
演

会
等
の
開
催

そ
の
他

無
回
答

全体（n=1,344）

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
の
暮
ら
し
を
支

援
す
る
制
度

(

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

制
度
等)

の
整
備

ト
イ
レ
や
更
衣
室
等
、
性
的
マ
イ
ノ

リ
テ
ィ
が
生
活
し
や
す
い
環
境
の
整

備 性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
と
っ
て
働
き

や
す
い
職
場
環
境
の
整
備

電
話
・S

NS

等
に
よ
る
相
談
窓
口
の
設

置
や
充
実

性
の
多
様
性
に
つ
い
て
交
流
を
行
う

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ペ
ー
ス
の
設
置

事
業
者
向
け
の
セ
ミ
ナ
ー
や
研
修
会

等
の
開
催

公
的
な
場
所
で
の
性
的
マ
イ
ノ
リ

テ
ィ
に
対
す
る
偏
見
や
憎
悪
、
差
別

意
識
を
あ
お
る
差
別
的
言
動
を
禁
止

す
る
こ
と

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・SN

S

、
リ
ー
フ
レ
ッ

ト
等
に
よ
る
情
報
発
信

子
ど
も
の
頃
か
ら
性
の
多
様
性
や
人

権
に
関
す
る
正
し
い
知
識
を
得
ら
れ

る
よ
う
な
教
育
の
充
実

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
講
演

会
等
の
開
催

窓
口
で
対
応
す
る
職
員
の
研
修
や
教

育

知って

いた

10.4%

知らな

かった

88.6%

無回答

1.0%

認知度（n=1,344）
利用したこと

がある

10.7%

利用したこと

がない

89.3%

利用状況（n=140）

“進んでいると思う” 

“進んでいないと思う” 
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【問 24-1 で利用したことがないと回答の区民】◆問 24-2 「男女平等推進センター」を利用しない理由 

「どのような事業をしているのかわからない」が３割半ば 

 
◆問 25「男女平等推進センター」が今後、力を入れていく必要があると思うこと 

「困難を抱える女性が気軽に立ち寄り、交流ができる居場所の提供」が４割半ば、「資格取得支援や就労

支援等、女性のエンパワメント（能力を発揮し活躍できるようにする）事業」が３割強 

 

  

35.2 
24.8 

18.4 14.4 12.8 
7.2 2.4 

12.0 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

ど
の
よ
う
な
事
業
を
し
て
い

る
の
か
わ
か
ら
な
い

こ
れ
ま
で
利
用
す
る
機
会
が

な
か
っ
た
が
、
今
後
利
用
し

て
み
た
い

興
味
の
あ
る
事
業
が
な
い

自
宅
か
ら
遠
い

施
設
が
ど
こ
に
あ
る
か
知
ら

な
い

交
通
の
便
が
悪
い

そ
の
他

無
回
答

全体（n=125）

ど
の
よ
う
な
事
業
を
し
て

い
る
の
か
わ
か
ら
な
い

こ
れ
ま
で
利
用
す
る
機
会

が
な
か
っ
た
が
、
今
後
利

用
し
て
み
た
い

施
設
が
ど
こ
に
あ
る
か
知

ら
な
い

44.0 

33.9 32.5 

29.5 
24.2 

17.0 14.7 

10.5 
2.8 2.9 

6.3 4.5 

35.0 

26.4 31.0 
31.6 

27.2 

19.7 

13.5 12.5 

3.2 4.0 
9.3 

3.6 

50.1 

38.7 
33.4 

27.6 
22.3 

15.2 15.7 

9.0 
2.4 2.2 4.7 5.1 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

困
難
を
抱
え
る
女
性
が
気
軽
に
立
ち

寄
り
、

交
流
が
で
き
る
居
場
…

資
格
取
得
支
援
や
就
労
支
援
等
、
女

性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト

（
能
力
を
発
揮
し
活
躍
で
…

人
権
尊
重
を
基
盤
と
し
て
幅
広
く

性
を
学
ぶ
、
包
括
的
性
教
育

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
当
事
者
が
安
心

し
て

過
ご
す
こ
と
が
で
き
る
居
場
所
…

ス
ト
ー
カ
ー
、
Ｄ
Ｖ
、
性
被
害
等
、

女
性
に
対
す
る
暴
力
に
関
す
る
講
座

男
女
平
等
を
推
進
す
る
た
め
の
講
座

相
談
事
業
の
セ
ン
タ
ー

で
の
実
施

（※

現
在
は
、
区
役
所
で
相
談
事
…

性
的
指
向
や
性
自
認
等
、

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
講
座

男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
図
書
や
資

料
の
閲
覧
、
貸
出

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全体（n=1,344）
男性（n=497）
女性（n=808）

資
格
取
得
支
援
や
就
労
支
援
等
、
女
性

の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
（
能
力
を
発
揮
し

活
躍
で
き
る
よ
う
に
す
る
）
事
業

人
権
尊
重
を
基
盤
と
し
て
幅
広
く
性
を

学
ぶ
、
包
括
的
性
教
育

ス
ト
ー
カ
ー
、
Ｄ
Ｖ
、
性
被
害
等
、
女

性
に
対
す
る
暴
力
に
関
す
る
講
座

相
談
事
業
の
セ
ン
タ
ー
で
の
実
施
（※

現
在
は
、
区
役
所
で
相
談
事
業
を
実

施
）

性
的
指
向
や
性
自
認
等
、
性
的
マ
イ
ノ

リ
テ
ィ
に
関
す
る
講
座

男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
図
書
や
資
料

の
閲
覧
、
貸
出

性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
当
事
者
が
安
心
し

て
過
ご
す
こ
と
が
で
き
る
居
場
所
づ
く

り困
難
を
抱
え
る
女
性
が
気
軽
に
立
ち
寄

り
、
交
流
が
で
き
る
居
場
所
の
提
供
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◆問 26 防災分野で男女平等の視点を活かすために重要だと思うこと 

「避難所設備に女性の意見を反映させる」が７割弱、「備蓄品に女性の視点を活かす」が６割半ば 

 
 

◆問 27 男女共同参画社会を実現していくために区に望むもの 

「男性も女性も、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を実現するための取組」が５割強、

「性別による固定的役割分担を解消するための取組」が４割弱 
 

 

 

  

68.4 64.5 

43.8 40.4 38.7 34.7 32.8 

1.5 2.3 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

避
難
所
設
備
に
女
性
の
意
見
を

反
映
さ
せ
る

備
蓄
品
に
女
性
の
視
点
を
活
か

す

災
害
や
防
災
に
関
す
る
知
識
の

習
得
を
進
め
る

災
害
に
関
す
る
各
種
対
応
マ

ニ
ュ
ア
ル
な
ど
に

男
女
共
同
参
画
の

視
点
を
入
れ
る

防
災
分
野
の
委
員
会
や
会
議

に
、
よ
り
多
く
の

女
性
が
参
加
で
き

る
よ
う
に
す
る

震
災
救
援
所
の
会
長
、
副
会
長

等
の
役
員
を

男
女
の
バ
ラ
ン
ス
を
よ

く
配
置
す
る

災
害
対
応
や
復
興
に
お
い
て
、

リ
ー
ダ
ー
とな

れ
る
女
性

を
育
成
す
る

そ
の
他

無
回
答

全体（n=1,344）

災
害
や
防
災
に
関
す
る
知
識

の
習
得
を
進
め
る

防
災
分
野
の
委
員
会
や
会
議

に
、
よ
り
多
く
の
女
性
が
参

加
で
き
る
よ
う
に
す
る

震
災
救
援
所
の
会
長
、
副
会

長
等
の
役
員
を
男
女
の
バ
ラ

ン
ス
を
よ
く
配
置
す
る

災
害
対
応
や
復
興
に
お
い
て
、

リ
ー
ダ
ー
と
な
れ
る
女
性
を

育
成
す
る

避
難
所
設
備
に
女
性
の
意
見

を
反
映
さ
せ
る

備
蓄
品
に
女
性
の
視
点
を
活

か
す

災
害
に
関
す
る
各
種
対
応
マ

ニ
ュ
ア
ル
な
ど
に
男
女
共
同

参
画
の
視
点
を
入
れ
る

52.6 

36.1 
28.7 25.1 22.1 21.6 20.7 

13.7 13.7 

1.2 3.1 5.2 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

男
性
も
女
性
も
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ

フ
・
バ
ラ
ン
ス

（
仕
事
と
生
活
の
調
和
）
を
実
現
…

性
別
に
よ
る
固
定
的
役
割
分
担
を
解

消
す
る
た
め
の
取
組

男
女
平
等
を
推
進
す
る
教
育
・
学
習

の
充
実

困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性
へ
の
支

援

審
議
会
委
員
や
管
理
職
な
ど
、
政
策

決
定
の

場
へ
の
女
性
の
積
…

多
様
性
社
会
の
推
進

Ｄ
Ｖ
を
は
じ
め
と
す
る
暴
力
を
な
く

す
た
め
の
取
組

地
域
の
中
で
の
男
女
共
同
参
画
の
推

進

生
理
用
品
の
無
料
配
布
等
、
女
性
へ

の
貧
困
支
援

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

全体（n=1,344）

性
別
に
よ
る
固
定
的
役
割
分
担
を
解

消
す
る
た
め
の
取
組

男
女
平
等
を
推
進
す
る
教
育
・
学
習

の
充
実

審
議
会
委
員
や
管
理
職
な
ど
、
政
策

決
定
の
場
へ
の
女
性
の
積
極
的
登
用

地
域
の
中
で
の
男
女
共
同
参
画
の
推

進困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性
へ
の
支

援 生
理
用
品
の
無
料
配
布
等
、
女
性
へ

の
貧
困
支
援

男
性
も
女
性
も
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ

フ
・
バ
ラ
ン
ス
（
仕
事
と
生
活
の
調

和
）
を
実
現
す
る
た
め
の
取
組

Ｄ
Ｖ
を
は
じ
め
と
す
る
暴
力
を
な
く

す
た
め
の
取
組
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３ 事業所調査結果 

（１）事業所の概要について 

◆業種 

「医療、福祉」が２割半ば、「卸売業、小売業」が１割半ば、「建設業」が約１割 

 
 

◆事業所の従業員数 

「10 人以下」が５割弱、次いで「11～50 人」が４割強 

 
 

◆従業員の正規・非正規割合 

全体では「正規」が約４割、「非正規」が約６割 

「男性」の「正規」が６割弱の一方、「女性」の「正規」は３割弱 

 

 

◆事業所の性格 

「単独事業所」が５割強、「支社・営業所等」が３割弱、「本社・本店」が２割弱 

 

農業・林業

0.0%
建設業

10.3%
製造業

4.3%

電気・ガス・熱

供給・水道業

0.4%

情報通信業

2.2%

運輸業、郵便業

2.0%

卸売業、小売業

14.2%

金融業、保険業

2.4%

不動産業、物品賃貸業

3.6%

学術研究、専門・

技術サービス業

4.3%

宿泊業、飲食サー

ビス業

8.1%

生活関連サービス

業、娯楽業

3.0%

教育、学習支援業

6.1%

医療、福祉

24.3%

複合サービス事業

0.2%

サービス業（他に分

類されないもの）

9.1%

無回答

5.5%

（n=506）

48.8 41.1 3.8 

3.8 

1.8 0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=506）

10人以下 11～50人 51～100人 101～300人 301人以上 無回答

39.5 

57.5 

26.4 

60.5 

42.5 

73.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（34,453人）

男性（14,526人）

女性（19,927人）

正規 非正規

52.0 18.2 26.1 3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=506）

単独事業所 本社・本店 支社・営業所等 無回答
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（２）女性の活躍状況等について 

◆問１ 係長相当職以上の管理職に占める女性割合 

「全体」では「男性」が７割半ば、「女性」が２割半ば。役職別でみると、「役員」では女性管理職の割

合が３割を超える一方、「部長相当職」「課長相当職」「係長相当職」では２割強 

 

 

【問１で女性管理職が少ない（１割未満）あるいは全くいない役職区分が１つでもある事業所】 

◆問 1-1 女性管理職が少ない、いない理由 

「女性従業員が少ない、またはいないから」が２割半ば、「必要な知識や経験、判断力等を有する女性が

いないから」が２割弱 

 

 

◆問２ 女性が活躍するための取組状況 

“進んでいる”が約７割、“進んでいない”が３割弱 

 
  

75.2 

67.4 

77.2 

77.8 

76.8 

24.8 

32.6 

22.8 

22.3 

23.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理職全体（5,152人）

役員（990人）

部長相当職（548人）

課長相当職（1,200人）

係長相当職（2.414人）

男性 女性

25.0 
16.1 13.2 

8.2 7.7 
0.5 0.0 

13.5 

38.0 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

女
性
従
業
員
が
少
な
い
、
ま
た

は
い
な
い
か
ら

必
要
な
知
識
や
経
験
、
判
断
力

等
を
有
す
る
女
性
が
い
な
い
か

ら

女
性
が
管
理
職
に
な
る
こ
と
を

希
望
し
な
い
か
ら

将
来
管
理
職
に
な
る
可
能
性
の

あ
る
女
性
は
い
る
が
、
そ
の
た

め
の
在
籍
年
数
を
満
た
し
て
い

な
い
か
ら

勤
続
年
数
が
短
く
、
管
理
職
に

な
る
ま
で
に
退
職
し
て
し
ま
う

か
ら

男
性
従
業
員
が
女
性
管
理
職
を

希
望
し
な
い
か
ら

顧
客
が
女
性
管
理
職
を
嫌
が
る

か
ら

そ
の
他

無
回
答

全体（n=416）

女
性
が
管
理
職
に
な
る
こ
と

を
希
望
し
な
い
か
ら

勤
続
年
数
が
短
く
、
管
理
職

に
な
る
ま
で
に
退
職
し
て
し

ま
う
か
ら

男
性
従
業
員
が
女
性
管
理
職

を
希
望
し
な
い
か
ら

顧
客
が
女
性
管
理
職
を
嫌
が

る
か
ら

女
性
従
業
員
が
少
な
い
、
ま

た
は
い
な
い
か
ら

必
要
な
知
識
や
経
験
、
判
断

力
等
を
有
す
る
女
性
が
い
な

い
か
ら

将
来
管
理
職
に
な
る
可
能
性

の
あ
る
女
性
は
い
る
が
、
そ

の
た
め
の
在
籍
年
数
を
満
た

し
て
い
な
い
か
ら

31.4 38.3 18.8 9.7 1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=506）

進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない 進んでいない 無回答

“進んでいる” “進んでいない” 
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【問２で進んでいると回答の事業所】◆問２-１女性が活躍するために取り組んでいること 

「男女均等な待遇を確保する」が７割弱、「短時間勤務、育児・介護休業を取得しやすい制度の整備など

をし、女性従業員の勤続年数を伸長する」が６割半ば 

 

【問２で進んでいると回答の事業所】◆問２-２ 女性が活躍するための取組を事業所が実施した効果 

「女性従業員の仕事に対する意欲が向上した」が５割弱、「男性が女性を対等な存在として見るように

なった」が３割弱、「組織が活性化された」が２割半ば 

 
【問２で進んでいないと回答の事業所】◆問２-３ 女性の活躍が進んでいない理由 

「女性従業員が少ない、またはいないから」が５割強、「女性が十分に活躍しているわけではないが、現

状のままでも問題がないから」が約２割 

 

67.1 64.9 60.3 

30.9 
22.1 

10.2 
1.1 2.5 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

男
女
均
等
な
待
遇
を
確
保
す

る

短
時
間
勤
務
、
育
児
・
介
護

休
業
を
取
得
し
や
す
い
制
度

の
整
備
な
ど
を
し
、

女
性
が
働
き
や
す
い
よ
う

に
、
職
場
の
雰
囲
気
・
風
土

を
改
善
す
る

女
性
の
就
業
形
態
と
し
て
多

い
パ
ー
ト
や
契
約
社
員
の
待

遇
を
改
善
す
る

女
性
従
業
員
の
育
成
や
女
性

管
理
職
の
増
加
に
取
り
組
む

従
業
員
の
男
女
比
が
均
一
に

な
る
よ
う
に
女
性
従
業
員
の

採
用
を
拡
大
す
る

そ
の
他

無
回
答

全体（n=353）

女
性
従
業
員
の
育
成
や
女

性
管
理
職
の
増
加
に
取
り

組
む

男
女
均
等
な
待
遇
を
確
保

す
る

女
性
が
働
き
や
す
い
よ
う

に
、
職
場
の
雰
囲
気
・
風

土
を
改
善
す
る

短
時
間
勤
務
、
育
児
・
介

護
休
業
を
取
得
し
や
す
い

制
度
の
整
備
な
ど
を
し
、

女
性
従
業
員
の
勤
続
年
数

を
伸
長
す
る

女
性
の
就
業
形
態
と
し
て

多
い
パ
ー
ト
や
契
約
社
員

の
待
遇
を
改
善
す
る

従
業
員
の
男
女
比
が
均
一

に
な
る
よ
う
に
女
性
従
業

員
の
採
用
を
拡
大
す
る

48.2 

28.9 25.5 21.2 
14.7 9.3 

3.1 
14.4 

7.1 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

女
性
従
業
員
の
仕
事
に

対
す
る
意
欲
が
向
上
し

た

男
性
が
女
性
を
対
等
な

存
在
と
し
て
見
る
よ
う

に
な
っ
た

組
織
が
活
性
化
さ
れ
た

優
秀
な
人
材
を
採
用
で

き
る
よ
う
に
な
っ
た

取
引
先
や
顧
客
か
ら
の

評
判
が
良
く
な
っ
た

生
産
性
向
上
や
競
争
力

強
化
に
つ
な
が
っ
た

そ
の
他

特
に
目
立
っ
た
効
果
は

な
か
っ
た

無
回
答

全体（n=353）

取
引
先
や
顧
客
か
ら
の
評

判
が
良
く
な
っ
た

生
産
性
向
上
や
競
争
力
強

化
に
つ
な
が
っ
た

女
性
従
業
員
の
仕
事
に
対

す
る
意
欲
が
向
上
し
た

男
性
が
女
性
を
対
等
な
存

在
と
し
て
見
る
よ
う
に

な
っ
た

優
秀
な
人
材
を
採
用
で
き

る
よ
う
に
な
っ
た

52.1 

20.1 16.7 16.7 16.0 
4.9 3.5 7.6 4.9 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

女
性
従
業
員
が
少
な
い
、

ま
た
は
い
な
い
か
ら

女
性
が
十
分
に
活
躍
し
て

い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、

現
状
の
ま
ま
で
も
問
題
が

な
い
か
ら

女
性
の
勤
続
年
数
が
平
均

的
に
短
い
か
ら

女
性
自
身
が
昇
進
を
望
ま

な
い
、
ま
た
は
仕
事
に
対

し
て
消
極
的
で
あ
る
か
ら

女
性
は
家
事
・
育
児
等
の

家
庭
生
活
の
た
め
に
配
置

や
時
間
外
労
働
に
制
約
が

あ
る
か
ら

ト
ッ
プ
の
意
識
・
理
解
が

不
十
分
で
あ
る
か
ら

男
性
従
業
員
の
意
識
・
理

解
が
不
十
分
で
あ
る
か
ら

そ
の
他

無
回
答

全体（n=144）

女
性
の
勤
続
年
数
が
平
均

的
に
短
い
か
ら

女
性
は
家
事
・
育
児
等
の

家
庭
生
活
の
た
め
に
配
置

や
時
間
外
労
働
に
制
約
が

あ
る
か
ら

ト
ッ
プ
の
意
識
・
理
解
が

不
十
分
で
あ
る
か
ら

女
性
従
業
員
が
少
な
い
、

ま
た
は
い
な
い
か
ら

女
性
が
十
分
に
活
躍
し
て

い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、

現
状
の
ま
ま
で
も
問
題
が

な
い
か
ら

女
性
自
身
が
昇
進
を
望
ま

な
い
、
ま
た
は
仕
事
に
対

し
て
消
極
的
で
あ
る
か
ら
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◆問３ 事業所が女性の活躍を推進する上で行政に望むこと 

「女性が活躍しやすいような社会全体の機運の醸成」「保育施設の拡充など、子どもを預けられる環境

の整備」が４割半ば 

 
 
（３）育児・介護支援制度について 

◆問４ 育児休業が取得できる子どもの年齢 

「定めていない」が４割強、「原則１歳であるが、一定の場合は２歳」が２割弱、「原則１歳であるが、

一定の場合は１歳６か月」が１割強 

 
 

◆問５ 令和５年４月１日～令和６年３月 31 日の間に出産した従業員 

【問５でいたと回答の事業所】◆問５-１ 令和６年６月１日までに育児休業を開始した人 

【出産した従業員】「いた」が２割強、「いなかった」が７割半ば 

【育児休業を開始した人】「いた」が７割強、「いなかった」が３割弱 

 

45.3 44.5 

31.4 31.0 
23.3 

7.7 7.5 6.7 5.1 2.6 4.7 8.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

女
性
が
活
躍
し
や
す
い
よ
う
な

社
会
全
体
の
機
運
の
醸
成

保
育
施
設
の
拡
充
な
ど
、
子
ど

も
を
預
け
ら
れ
る
環
境
の
整
備

男
女
問
わ
ず
長
時
間
労
働
の
是

正
な
ど
、
働
き
方
改
革
に
対
す

る
取
組
の
支
援

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
取

組
経
費
の
助
成

子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
や
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
相
談

窓
口
の
設
置

積
極
的
に
女
性
の
活
躍
推
進
に

取
り
組
ん
で
い
る
企
業
の
具
体

的
な
事
例
紹
介

女
性
の
活
躍
推
進
を
進
め
る
た

め
の
セ
ミ
ナ
ー
や
研
修
会
な
ど

の
開
催
（
経
営
者
・
管
理
職
…

女
性
の
活
躍
推
進
を
進
め
る
た

め
の
セ
ミ
ナ
ー
や
研
修
会
な
ど

の
開
催

女
性
の
活
躍
推
進
に
つ
い
て
、

他
者
の
方
々
も
交
え
て
意
見
交

換
・
交
流
を
行
う
場
の
提
供

女
性
の
活
躍
を
推
進
す
る
た
め

の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
、
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト
の
派
遣

そ
の
他

無
回
答

全体（n=506）

保
育
施
設
の
拡
充
な
ど
、
子
ど
も

を
預
け
ら
れ
る
環
境
の
整
備

男
女
問
わ
ず
長
時
間
労
働
の
是
正

な
ど
、
働
き
方
改
革
に
対
す
る
取

組
の
支
援

子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
や
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
相
談
窓
口

の
設
置

積
極
的
に
女
性
の
活
躍
推
進
に
取

り
組
ん
で
い
る
企
業
の
具
体
的
な

事
例
紹
介

女
性
の
活
躍
推
進
を
進
め
る
た
め

の
セ
ミ
ナ
ー
や
研
修
会
な
ど
の
開

催
（
経
営
者
・
管
理
職
向
け
）

女
性
の
活
躍
推
進
を
進
め
る
た
め

の
セ
ミ
ナ
ー
や
研
修
会
な
ど
の
開

催 女
性
の
活
躍
推
進
に
つ
い
て
、
他

者
の
方
々
も
交
え
て
意
見
交
換
・

交
流
を
行
う
場
の
提
供

女
性
の
活
躍
を
推
進
す
る
た
め
の

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
、
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
の
派
遣

女
性
の
活
躍
推
進
の
た
め
の
取
組

経
費
の
助
成

女
性
が
活
躍
し
や
す
い
よ
う
な
社

会
全
体
の
機
運
の
醸
成

4.7 8.9 12.5 3.2 17.2 2.2 4.3 

1.0 

42.7 1.4 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=506）

１歳未満 １歳 原則１歳で

あるが、一

定の場合は
１歳６か月

無条件に

１歳６か月

原則１歳で

あるが、一

定の場合は
２歳

無条件に

２歳

２歳から

３歳未満

３歳以上 定めて

いない

その他 無回答

いた

23.5%

いなかった

75.3%

無回答

1.2%

出産した従業員（n=506）

いた

73.1%

いなかった

26.9%

育児休業を開始した人（n=119）
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【問５及び問５-１でいたと回答の事業所】◆問５-２ 出産者数と育児休業取得率 

出産者数は 302 人、そのうち育児休業取得者は 237 人。育児休業取得率は全体で８割弱 

※令和５年４月１日～令和６年３月 31 日の間に出産し、令和６年６月１日までの間に育児休業を開始した従業員（育児

休業取得者）の割合 

 

 

 

 

 

 

 

【問５-１でいたと回答の事業所】◆問５-３ 育児休業者の業務に関する対応 

「代替要員の補充を行わず、同じ部門の他の社員で対応した」が３割弱 

 

 

◆問６ 「育児・介護休業法」の令和３年改正で、男性の育児休業取得促進に向けた措置等が盛り込まれ

たことの認知度 

「知っていた」が８割弱、「知らなかった」が２割弱 

 

 
  

6.9 6.9 3.4 

26.4 

0.0 

56.3 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

新
た
に
正
社
員
を
雇
用

し
た

派
遣
労
働
者
や
ア
ル
バ

イ
ト
等
を
、
代
替
要
員

と
し
て
雇
用
し
た

事
業
所
内
の
他
の
部
門

ま
た
は
他
の
事
業
所
か

ら
、
人
員
を
異
動
さ
せ

た

代
替
要
員
の
補
充
を
行

わ
ず
、
同
じ
部
門
の
他

の
社
員
で
対
応
し
た

そ
の
他

無
回
答

全体（n=87）

新
た
に
正
社
員
を
雇
用

し
た

事
業
所
内
の
他
の
部
門

ま
た
は
他
の
事
業
所
か

ら
、
人
員
を
異
動
さ
せ

た 代
替
要
員
の
補
充
を
行

わ
ず
、
同
じ
部
門
の
他

の
社
員
で
対
応
し
た

知っていた

78.9%
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18.2%

無回答

3.0%

（n=506）

 女性 男性 全体 

出産者数（男性は配偶者が出産） 165 人 137 人 302 人 

育児休業取得者数 153 人 84 人 237 人 

（うち係長相当職以上） 11 人 29 人 40 人 

育児休業取得率 92.7％ 61.3％ 78.5％ 
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◆問７ 男性の育児休業の取得促進のための取組状況 

「①法に対応した制度整備をする」では「実施している」が４割弱、「⑥社内制度の周知を行う」では２

割強、「③対象者へ個別に働きかけをする」では約２割 

 

◆問８ 男性従業員が育児休業を取得するにあたっての課題、又は課題になりそうなこと 

「代替要員の確保が困難」が約６割、「休業中の賃金保障」が約４割 

 

◆問９ 介護休業の最長取得期間 

「規程なし」が４割半ば、「93 日」が２割強 
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66.4 
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12.3 

11.9 

13.0 
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11.5 

13.6 
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⑦目標数値を定める

⑧取得事例の紹介をする

実施している 実施していないが

実施を検討中

実施していない 無回答

（n=506）

59.5 

39.7 

25.9 22.3 
17.2 16.8 

8.3 6.5 7.3 8.1 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

代
替
要
員
の
確
保
が
困
難

休
業
中
の
賃
金
保
障

前
例
（
モ
デ
ル
）
が
な
い

男
性
自
身
に
育
児
休
業
を
取

る
意
識
が
な
い

職
場
が
そ
の
よ
う
な
雰
囲
気

で
は
な
い

社
会
全
体
の
認
識
の
欠
如

キ
ャ
リ
ア
形
成
に
お
い
て
不

利
に
な
る
懸
念

上
司
の
理
解
が
進
ま
な
い

そ
の
他

無
回
答

全体（n=506）

男
性
自
身
に
育
児
休
業
を

取
る
意
識
が
な
い

キ
ャ
リ
ア
形
成
に
お
い
て

不
利
に
な
る
懸
念

職
場
が
そ
の
よ
う
な
雰
囲

気
で
は
な
い

7.1 6.9 22.7 4.3 
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5.5 
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44.1 2.6 
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（n=506）

31日未満 31日以上

93日未満

93日 93日を越え

６か月未満

６か月以上

１年未満

１年 １年を

超える期間

その他 規程なし 無回答
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【問９で規定なし以外を回答の事業所】 

◆問９-１ 令和５年４月１日から令和６年３月 31 日までの間に介護休業を取得した従業員 

「いた」が１割未満、「いなかった」が７割弱 

 
◆問 10 ①看護休暇制度の有無 

◆問 10 ②給与の支給の有無 

「あり」が約５割、「なし」が５割弱。「有給」が３割半ば、「無給」が５割半ば 

 

◆問 11 制度の導入状況 

「①短時間勤務制度」では「制度あり」が約６割、「⑩就業形態の移行（正社員⇔パート等）」「③始業・

終業時刻の繰上げ・繰下げ」では５割弱、「④所定外労働の免除」では約４割 

 

4.8 67.8 27.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=270）

いた いなかった 無回答

あり

50.8%
なし

46.2%

無回答

3.0%

①看護休暇制度（n=506）

有給

34.2%

無給

55.9%

無回答

9.9%

②給与の支給の有無（n=506）

60.3 

27.5 

48.2 

40.9 

3.4 

6.9 

22.5 

26.9 

39.1 

48.6 

34.8 

17.4 

32.4 

62.3 

41.9 

48.4 

86.0 

81.8 

66.2 

63.6 

52.6 

41.5 

54.5 

70.6 

7.3 

10.3 

9.9 

10.7 

10.7 

11.3 

11.3 

9.5 

8.3 

9.9 

10.7 

12.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①短時間勤務制度

②フレックスタイム制度

③始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

④所定外労働の免除

⑤事業所内託児施設

⑥育児・介護に要する経費の援助措置

⑦配偶者出産支援休暇

⑧在宅勤務制度

⑨時間単位の有給休暇

⑩就業形態の移行（正社員⇔パート等）

⑪再雇用制度

⑫勤務地限定・選択制度

（n=506）

制度あり 制度なし 無回答
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◆問 13 従業員に対する仕事と育児・介護の両立支援制度の今後の意向 

「現状のままでよい」が４割弱、「両立支援制度の充実を図る」が２割半ば、「両立支援制度の充実と利

用者の増加を図る」が約１割 

 

 

◆問 14 「一般事業主行動計画」の策定・届出の認知度 

【問 14 で両方もしくはいずれかを知っていたと回答の事業所】◆問 15 一般事業主行動計画の策定有無 

認知度について、「両方とも知らなかった」が６割強、「両方とも知っていた」が２割強 

策定有無について、「両方ともに未策定」が６割強、「両方ともに策定済み」が２割半ば 

  

【問 15 で両方もしくはいずれかを策定済みと回答の事業所】◆問 15-１ 一般事業主行動計画の達成状況 

“達成できている”が約７割、“達成できていない”が約３割 

 
 

【問15-1で達成できていると回答の事業所】◆問15-２ 一般事業主行動計画に基づく取組を進めた効果 

「従業員の意欲や満足度の向上につながった」が４割弱、「従業員の就業継続率が向上した」が２割強 

 

25.1 8.7 10.9 37.7 6.5 4.2 6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=506）

両立支援制度の

充実を図る

既存制度の利用者

の増加を図る

両立支援制度の充実と

利用者の増加を図る

現状のままでよい 問題があるので

見直したい

その他 無回答

両方とも

知っていた

21.9%

「次世代育成支

援対策推進法」

は知っていた

1.8%

「女性活躍推進

法」は

知っていた

13.8%

両方とも

知らなかった

61.1%

無回答

1.4%

認知度（n=506）

両方ともに

策定済み

24.2%

「次世代育成支

援対策推進法」

は策定済み

4.2%

「女性活躍推進

法」は策定済み

7.4%

両方ともに

未策定

62.6%

無回答

1.6%

策定有無（n=190）

14.7 54.4 27.9 1.5 1.5 
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（n=68）

達成できて
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できている
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達成できて
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【問 15-1 で達成できていないと回答の事業所】◆問 15-３ 一般事業主行動計画を達成する上での課題 

「管理職を希望する女性従業員が少ない」「効果的な人事制度が定まっていない」「両立支援制度を利用する従業

員が多くない」「業務量が多いため、計画した取組の優先度が低くなっている」等が上位 

 

 

【問 15 で両方ともに未策定と回答の事業所】◆問 15-４ 一般事業主行動計画を策定しない理由 

「法的に義務付けられていないため」が４割弱、「策定するノウハウが不足しているため」が約３割、「既

に女性が活躍しやすい、または子育てしやすい環境にあるため」が３割弱 

 

 

（４）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）について 

◆問 16 ワーク・ライフ・バランスの認知度 

“知っていた”が６割弱、「言葉は聞いたことはあるが、内容はあまり知らなかった」が３割弱、「まっ

たく知らなかった」が１割半ば 

 

  

№ カテゴリ 件数

（n=20）

1 管理職を希望する女性従業員が少ない 9    

2 採用に際し、女性の応募者が少ない 4    

3 顧客や従業員の意識改革が進まない 3    

4 費用面での負担が大きい 0    

5 効果的な人事制度が定まっていない 6    

6 両立支援制度を利用する従業員が多くない 5    

7 人手不足のため、休暇の取得や超過勤務の削減が困難 2    

8 業務量が多いため、計画した取組の優先度が低くなっている 5    

9 その他 2    

無回答 1    
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26 
 

◆問 17 ワーク・ライフ・バランスに対する（１）現状と（２）今後の必要性 

（２）今後の必要性として、“取り組むべき”が７割弱、「現状のままで問題はない」が３割弱 

 

【問 17（１）で取り組んでいると回答の事業所】◆問 17-１ ワーク・ライフ・バランスの取組内容 

「人材の定着（離職者数の減少）」が５割半ば、「従業員のモチベーションの向上」「従業員の仕事と生活

の両立推進」が５割弱 

 

【問 17（１）で取り組んでいると回答の事業所】 

◆問 17-２ ワーク・ライフ・バランスの取組が進んでいない理由 

「代替要員の確保が困難だから」が５割弱、「特に問題はないから」が３割強 
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（１）現状として、「取り組んでいるが不十分」「あまり取り組んでいない」が３割弱、「既に十分に取り

組んでいる」が２割半ば、「まったく取り組んでいない」が２割弱 
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◆問 18 国・東京都・区の「ワーク・ライフ・バランス」等の制度・事業の認知・取得・活用状況 

全制度・事業で「知らない」が６割強～８割弱 

 
 

（５）職場のハラスメントについて 

◆問 19 各ハラスメントへの現状 

「①セクシュアル・ハラスメント」では「既に十分に取り組んでいる」が約５割、「②パワー・ハラスメ

ント」では４割半ば、「③マタニティ・ハラスメント」では４割強、「④ＳＯＧＩ（ソジ）・ハラスメント」

では３割半ば 

  

【問 19 で取り組んでいると回答の事業所】◆問 19-１ 職場でのハラスメント全般への取組 

「就業規則等にハラスメント禁止を明記している」「普段から口頭で注意喚起をしている」が５割強 
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②両立支援等助成金

③東京都ライフ・ワーク・バランス認定企業制度

④とうきょう次世代育成サポート企業登録

⑤東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金

⑥杉並区子育て優良事業者表彰制度

活用している 知っているが

活用はしていない

知らない 無回答

（n=506）
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実
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…

ポ
ス
タ
ー
、
リ
ー
フ
レ
ッ

ト
、
手
引
き
等
防
止
の

た
め
の
啓
発
資
料
を
配
布
ま

た
は
掲
示
し
て
い
る

実
態
把
握
の
た
め
の
ア
ン

ケ
ー
ト

や
調
査
を
実
施
し
て

い
る

そ
の
他

無
回
答

全体（n=348）
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実
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◆問 20 職場のハラスメント防止対策に取り組む上での課題 

「どこまでがハラスメントに該当するか、線引きが難しい」が６割弱、「顧客や取引相手が加害者となる

場合の対策が難しい」が３割弱 

    
（６）性的マイノリティへの配慮について 

◆問 21 東京都や区がパートナーシップ制度を実施していることの認知度 

「知っていた」が５割強、「知らなかった」が４割強 

  

◆問 22 性的マイノリティへの配慮に関して実施している取組 

「特にない」が７割強。実施している取組の中では、「本人から申し出があった場合に、トイレや更衣室

の利用などの対応について方針を定める」が１割強 

 

58.9 

27.3 23.9 
18.4 17.0 14.6 

7.3 5.7 3.6 3.0 
9.9 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

ど
こ
ま
で
が
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に

該
当
す
る
か
、

…

顧
客
や
取
引
相
手
が
加
害
者
と

な
る

場
合
の
対
策
が
…

日
常
の
業
務
が
忙
し
い
た
め
、

十
分
に
対
応
す
る
時
間
が
な
い

代
替
要
員
の
確
保
等
、
人
員
配

置
に
苦
慮
す
る
こ
と

取
組
の
た
め
の
ノ
ウ
ハ
ウ
不
足

風
土
の
醸
成

経
営
者
の
理
解
が
進
ま
な
い
こ

と

管
理
職
の
理
解
が
進
ま
な
い
こ

と

取
組
の
た
め
の
費
用
負
担

そ
の
他

無
回
答

全体（n=506）

日
常
の
業
務
が
忙
し
い
た
め
、
十

分
に
対
応
す
る
時
間
が
な
い

経
営
者
の
理
解
が
進
ま
な
い
こ
と

管
理
職
の
理
解
が
進
ま
な
い
こ
と

代
替
要
員
の
確
保
等
、
人
員
配
置

に
苦
慮
す
る
こ
と

ど
こ
ま
で
が
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
該

当
す
る
か
、
線
引
き
が
難
し
い

顧
客
や
取
引
相
手
が
加
害
者
と
な

る
場
合
の
対
策
が
難
し
い

53.6 43.1 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n=506）

知っていた 知らなかった 無回答

11.1 

7.1 

4.7 

4.5 

3.2 

2.4 

2.2 

0.4 

0.8 

72.5 

4.9 

7.7 

6.5 

2.4 

2.4 

2.0 

0.8 

1.6 

0.0 

0.0 

77.7 

5.7 

14.5 

7.0 

6.2 

5.3 

4.4 

4.0 

2.2 

0.4 

1.3 

68.3 

4.4 

14.3 

14.3 

14.3 

17.9 

3.6 

3.6 

7.1 

3.6 

3.6 

60.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人から申し出があった場合に、トイレや

更衣室の利用などの対応について方針を定める

結婚祝金や家族手当、慶弔見舞などの

福利厚生を適用する

従業員の理解促進のための

講習会や研修を実施する

相談窓口を設置する

社内の規定や採用情報などで、「セクシュアリ

ティで差別をしない」などの文言を明記する

事業所内において、啓発ポスターなどを

掲示・配置する

性的マイノリティ当事者が利用しやすい

トイレや更衣室などを設置する
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無回答
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